
項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

窓口サービス課長　細田　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

総務担当参事　磯　稔

第６章　自然と調和する住みよいまち  第５節　水道

R1正規職員
人件費

17,054千円

収益額

①債券運用益

②未利用地利活用売却益

③旧水道庁舎用地利活用貸
付料

④検針票広告収益

R1決算額（見込み）

事業自体が
貢献する
項目

H30実績

目標設定の考え方・根拠

臨時職員

H30決算額

R1その他職員
従事割合

①527千円

②6,097千円

③10,320千円

④110千円

R元年度目標 R1実績

臨時職員

最優先/優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 119,773千円 118,026千円

6,927千円

R1から新規に開始した長期的債券の運用
については、国際協力機構が発行する社
会貢献債（JICA債など）の購入により、国
際的な福祉の増進に貢献することができ
た。
また、未利用地利活用については、既存
施設を更地にすることなく売却することが
できたことで、新たな予算執行をすること
がなく、効率的に事業を進めることができ
た。

H30年度目標

非常勤
特別職

旧水道庁舎利活用及び検針票広
告は、継続して収入を得ることがで
きた。新規に開始した長期的債券
運用、未利用地利活用は、いずれ
も収益をあげ、健全な経営に寄与
した。

10,740千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

債券が低利率な状況から、公社債発行な
どの状況を見極め、年利0.5％以上の債券
が発行されれば積極的な購入を検討す
る。
また、現存する未利用地利活用の対象地
は、立地条件などの理由から有効活用が
難しい。不動産鑑定士などの意見をもと
に、利活用できるよう努める。

11,830千円

54千円

事業の具体的な内容及び目的 R1目標値が未達成の理由・分析

水道事業の資産を有効活用し、自主財源の確保により
経営の活性化を図り、企業経営の健全化に努めるもの
である。
➀長期的債券の購入・運用
➁未利用地の売却・貸付け
③旧水道庁舎用地の貸付け
④検針票を活用し企業等の広告掲載

（④のみ）54千円

H30その他職員
従事割合

5,153千円

0.62 人
非常勤
特別職

R2年度目標

6,944千円

財源として収益を確保することを目標とする。

目標達成済

6,955千円

0.83 人

①32校

②18校

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

15校以上 18校

前年度以上

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

臨時職員 0.00 人

H30年度目標 H30実績

水道及び下水道の理解を深めてもらうとともに、生活に
欠かせない水が限りある資源であることや形を変えな
がら陸・海・空を循環していること（水の循環）などを知
ることにより、水の大切さに気付き、さらには地球の環
境保全に対する意識を高めてもらうことを目的とし、市
内の小学校に上下水道局職員を派遣し、啓発用パンフ
レット「所沢の水道と下水道」等を使用して、上下水道
に関する授業を行う。

0.61 人
非常勤
特別職

0.00 人 15校 15校

臨時職員 0.00 人

出前教室実施校数

出前教室実施事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

特になし 30千円 7千円

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

30千円 7千円

①市内小学校数

②実施校数
R1年度は前年度に比べ実施校が
増え、目標校数も達成することがで
きた。また、事務局としても先生役
の職員を巻き込んで計画的に取り
組み、子供たちが授業に興味を
持ってもらえるよう工夫を凝らした。

R1年度に改善した点

小学校学習指導要領では、水道・電気・ガスの
いずれか、また、ごみ・下水道のいずれかを選
択して取り上げることとされているため、より多
くの学校で水道・下水道を学習し、それに役立
ててもらうべく、実施校数を指標とする。目標値
は、前年度実績以上とする。

目標達成済

・パンフレットのみの説明よりも児童がイ
メージしやすくなるよう、浄水場の役割の
パネルを作成し、説明した。
・実験内容の一部を職員が前で見せるこ
とにより、実験時間が短縮され、他の内容
を充実させることができた。
・経営課職員も講師役として参加してもら
い、上下水道局全課で事業を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2年度は新型コロナウィルス感染対策で6
月1日まで学校が閉鎖され、その後も分割
登校などの実施により、さらに授業の遅れ
があり、出前教室の実施の見込みが立っ
ておらず、目標達成は困難である。

自主財源確保促進
事業(長期的債券運
用・未利用地利活
用・旧水道庁舎用
地利活用・検針票
広告)
【水道】

根拠法令

H30決算額

H30その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

838千円収納に伴う費用が安価である口座振替への加入を促進し、中
長期的に費用の削減を図ることを目的とする。
①口座振替登録者を対象とした景品抽選の実施
②各取扱金融機関・公共施設に啓発ポスター・卓上のぼりの
設置を依頼
③検針時の普及活動

事業の目的及び具体的な内容

経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

地方公営企業法、地方公共団体の健全化に関する法律
地方自治法第235条の4、地方公営企業法施行令第168条の6
所沢市上下水道局印刷物広告の掲載に関する要綱

期間

指標名

Ａ

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R1目標値が未達成の理由・分析

口座振替率の実績からは、一定の
成果が継続して得られているもの
と考えられるが、目標値が未達成
であった。
今後も収納経費の削減に向け事業
に取り組んでいく。

5,652千円

上下
水道
局総
務課

実施計画ランク

0.68 人

H28年度～

5,112千円

H30予算現額事業の種別

企
業

期間

現状の課題

窓口
サー
ビス
課

実施計画ランク

R1年度に改善した点

H29～R26

H30正規職員
人件費

H30予算現額

R1予算現額

評価
理由

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

成果

成果指標

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

H29年度～ 831千円

直近の水道使用申込者約8,000人を対象
に、景品抽選のPRを兼ねたお知らせハガ
キを送付し、口座振替の申込みを促した。

H30年度までの取組により、継続の納付書払い
利用者への周知が一巡したためと考えられる。
水道使用件数は増加傾向にあり、新規使用者
に対して更に効果的な方法で口座振替を促進
する必要がある。

74.00% 72.54%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

74.00%

水道使用件数は増加傾向にあり、収納費
用の削減を更に進める必要がある。
継続の納付書払い利用者への周知は一
巡しているため、新規使用者に対して効
果的な周知方法を検証しながら事業を進
めていく。

口座振替率は2年連続で減少しているが、H29
年度には実績値73.51％であるため、引き続き
増加を目指す。

R1年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

R1決算額（見込み）

事業の種別

企
業

H30予算現額

口座振替率
（口座振替収納件数／収納総件数×100）

R1目標値が未達成の理由・分析

非常勤
特別職

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 71千円 71千円

地方公営企業法・水道法・所沢市水道事業給水条例 628千円

74.00% 72.87%

①納入通知書戸数

②口座振替登録戸数628千円

H30正規職員
人件費

非常勤
特別職

R2年度目標

R1予算現額

0.10 人

Ｂ

①47,259件

②122,252件

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

H30決算額 指標名

R元年度目標 R1実績

臨時職員

臨時職員

R1その他職員
従事割合

口座振替促進事業

根拠法令

期間

R1正規職員
人件費

0.10 人

６．安全な水
とトイレを世

界中に

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と福

祉を

６．安全な水
とトイレを世

界中に

４．質の高い
教育をみんな

に

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１４．海の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

社会貢献債の購入による、
国際的な福祉の増進

どのように貢献したか

安全な水道水を安価に提供
するため、費用の削減を目
指した。

クイズや実験を取り入れるこ
とで、児童に興味を持っても
らい、印象に残る授業を行っ
た。



事業自体が
貢献する
項目

現状の課題
評価
理由

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

成果

成果指標

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　根岸　清

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　根岸　清

項目名

■ □ □

実績

評価者

水道建設担当参事　　松山　　幹明

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　根岸　清３地区

R1実績

３地区

期間 1.15 人
非常勤
特別職

R2年度目標

３地区

H21年度～ 9,559千円 臨時職員

３地区

9,637千円 臨時職員

①44,677m

R元年度目標

33,550千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

36,520千円

31,320千円

①配水管クリーンアップ
配水管の管洗浄地区実施か所

配水管クリーンアッ
プ事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

水道法

R1その他職員
従事割合

R1正規職員
人件費

Ａ

配水管の内面に付着した鉄さび等
を除去し、良質な水道水を供給す
ることができることから成果を上げ
ている。

R1年度に改善した点

平成21年度から市内の管路に優先順位をつけ
て、年間3地区ずつ計画的に行い、およそ15年
周期で市内全域の水道管を網羅するもので
す。

昨年までの管洗浄は、年度末の完了を目
指していたが、令和元年度からは１２月末
の作業完了に改善した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後も計画的に事業を実施し、水道管内
をクリーンに保ち、良質な水道水の供給に
努めたい。

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

給水
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

目標設定の考え方・根拠

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

実施計画ランク

最優先

小水力発電事業

期間

H28年度～R20年度

給水
管理
課

事業の種別

非常勤
特別職

非常勤
特別職

根拠法令

1.90 人

水道法、水循環基本計画（水循環基本法）

法定受託＋附加

15,922千円再生可能エネルギーの導入を基本方針のひとつとして
いるマチごとエコタウン推進計画の趣旨を踏まえて、設
備の維持管理を含む包括リース方式により東部浄水場
内に小水力発電設備を設置し、電力の自己消費に努め
る。

H30年度目標
H30その他職員
従事割合

2,765千円自治事務

臨時職員

事業の目的及び具体的な内容

R1決算額（見込み）

法定受託事務

0.02 人

R1年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

運用をしながら適宜問題点等の抽出に努
めた。

年間発電量が当該事業の目的となっているた
め指標とする。

R2年度目標

R元年度目標

H30実績

250,780kWh/年233,333kWh/年

R1その他職員
従事割合

企
業

16,647千円

166千円

2,765千円

R1予算現額

H30決算額H30予算現額

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

機器の故障などで長期間運転が休止しないよ
う受注者の東京発電株式会社とメンテナンスな
ど調整を行い、安定的な電気の発電を行う。
現状、東部浄水場以外では設置条件に適さ
ず、小水力発電設備は現状では設置できませ
んが、他の浄水場においても設置の方策につ
いて、今後の研究を進めていく。

目標達成済

H30正規職員
人件費

臨時職員

令和元年度の1年間を運用して指
標である年間発電量を上回る発電
量となったことは高い評価とされ
る。

R1正規職員
人件費

指標名

16,647千円

1,518,290kWh/年
①平成31年2月より小水力発
電設備稼働開始

1,400,000kWh/年

想定年間発電量　約1,400,000kWh/年

R1実績

1,400,000kWh/年

良質な水道水を継続して供給することを目的に、配水
管の内面に付着した鉄錆等を消火栓を使用し、強制的
に排水することによって、水道管内をクリーンに保つも
のである。

３地区

1.15 人
非常勤
特別職

期間 17.00 人
非常勤
特別職

Ｈ２３～

H30予算現額 H30決算額 指標名

H30実績

34,452千円

R2年度目標

臨時職員

R1実績
増大した事業量に対応できるよう適正な人員
の配置、職員の育成、工法の検討等を図り、
計画に遅れが生じないように事業を実施。新規
耐震管の研修として、技術説明会の開催、課
内検討会議、積算システム研修を行った。目標
値が未達成となっている距離については、令和
3年度から計画的に取り戻す予定。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

18,000m 15,278.9m

141,304千円

水道管整備事業

根拠法令

18,000m

R1年度に改善した点

142,460千円

17,900m 20,835m

① 13,964.7m

②   1,314.2m

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,403,361千円 2,912,616千円

R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

①配水管の更新延長

②配水管の布設延長

17.00 人
非常勤
特別職

整備された配水管延長

R1目標値が未達成の理由・分析

目標値である「157,600ｍ」は10年間の布設・更
新延長の目標となる。R1年度は目標距離
「18,000m」に対して、施工実績が「15,278.9ｍ」
で2,721.1m分を達成できなかった。理由として、
令和元年度から新規耐震管を採用したことによ
り、職員の設計・施工管理が不慣れであったこ
とが原因である。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R元年度目標

H30年度目標

R元年度は市内の耐震化率を考慮し、全
体的にバランスの取れた更新工事を計画
した。

Ｂ

更新延長が不足しているため。
H30実績

H30決算額 指標名

臨時職員（目的）市内全域に安定的に水を供給するとともに災害
に強い施設とするため、老朽管の更新を実施している。
（内容）老朽化が進んでいる水道管について、耐久性の
あるダグタイル鋳鉄管に更新すること及び配水本管の
未整備路線について、耐久性のあるダグタイル鋳鉄管
を新たに布設する。

目標設定の考え方・根拠

R1決算額（見込み）

水道法、所沢市水道事業給水条例 3,289,517千円 2,737,334千円

布設及び更新延長の合計（単年度）

H5年度～ 9,393千円 臨時職員

水道
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H30予算現額

R1その他職員
従事割合

2か所

2か所

①維持管理を含む包括リース
契約

期間 1.13 人
非常勤
特別職

R2年度目標

取水井保全事業
H30実績

非常勤
特別職

2か所 2か所

臨時職員

①2か所

R元年度目標

2か所

水道法

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,504千円 7,754千円

①取水井の清掃及び機能診
断

事業の具体的な内容及び目的

R1年度に改善した点

取水井の清掃及び機能診断を毎年2か所実施
し、機能維持及び水質保全を図る。 地下水の変動等定期的に調査を行い、井

戸の状況を把握し、機能が低下した井戸
を優先に点検・清掃を行うようにした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

市内35か所ある井戸はさく井してから約
40年を経過しているものが多く、今後も計
画的に事業を実施し、取水井の保全に努
めたい。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

渇水時や災害時などの水源として
も活用できるよう、取水井の清掃及
び機能診断を行い、一定の成果を
上げていると考える

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

9,130千円

取水井の清掃及び機能診断実施か所

R1実績

9,592千円

取水井（35箇所）の清掃及び機能診断を毎年２か所実
施する。取水井の機能維持及び水質保全のため揚水
量10,000㎥/日で運用する。

1.13 人

R1正規職員
人件費

H30決算額 指標名

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

9,469千円

給水
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H30予算現額

どのように貢献したか

６．安全な水
とトイレを世

界中に

６．安全な水
とトイレを世

界中に

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と福

祉を

安全な水道水を届けるた
め、取水井の維持管理をし
ている。

７．エネル
ギーをみんな

にそしてク
リーンに

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

未利用エネルギーの有効活
用を図るため、残存水圧を
利用した小水力発電設備を
導入した。

どのように貢献したか

水道水の安全で安定な供給
を行った。

３．すべての
人に健康と福

祉を

６．安全な水
とトイレを世

界中に

どのように貢献したか

安全な水道水を届けるた
め、配水管の維持管理をし
ている。



事業自体が
貢献する
項目

現状の課題
評価
理由

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

成果

成果指標

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　根岸　清

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　根岸　清

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　小池　純一

根拠法令

浄水場整備事業
（耐震補強工事）

0.00 人

H30予算現額

非常勤
特別職

1.90 人

1か所

R1実績R元年度目標

R2年度目標

-

18,590千円

浄水場監視制御装置の設計業務委託実施か所
及び、浄水場監視制御装置の更新工事実施か
所

H30決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容

1か所

Ｈ２３～ 15,793千円 臨時職員

臨時職員

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

所沢市水道事業中期経営計画等に基づき浄水場監視
制御装置の更新工事を実施する。
令和元年度から令和３年度にかけて、東部浄水場監視
制御更新工事を行う。

期間

Ａ

適正な運用環境の確保等を勘案
し、使用期間20年間を目安とし監
視制御装置の更新に向け、委託発
注し予防保全的維持管理に努め
た。

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

非常勤
特別職

-

①1か所

1か所

浄水場施設・設備
更新事業（東部浄
水場監視制御装置
更新工事）

R1予算現額

0千円

R1年度に改善した点

所沢市水道事業中期経営計画に基づき計画的
に更新工事を行い、設計業務委託完了及び更
新工事完了を指標とする。

東部浄水場監視制御装置更新工事につ
いては、R1年度開始事業のため、改善点
はない。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

浄水場施設・設備全般について、計画的
に点検や消耗部品の交換など実施し、機
能の保持・回復に努める。

R1目標値が未達成の理由・分析給水
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

目標設定の考え方・根拠

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1決算額（見込み）

水道法、水道施設の技術的基準を定める省令 20,124千円

0千円

①設計業務委託
　（東部浄水場監視制御装置）

根拠法令

H30予算現額

0千円

H30正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務

事業の具体的な内容及び目的

R2年度目標

40,729千円H21年度～ 臨時職員

期間 4.90 人

71.7%

33,939千円 臨時職員

①1池

②1池

③1槽

R1正規職員
人件費

93.5%

R1実績

4.05 人

39,528千円 ①耐震診断（南部RC配水池）

②耐震補強設計業務委託
　（西部浄水場配水池2号）

③耐震補強工事
　（第一浄水場浄水池）

配水池の耐震化率
（耐震対策の施された配水池の有効容量÷対象
配水池等の有効容量）×100

H30年度目標

R1その他職員
従事割合

71.7% 76.1%

第一浄水場の浄水池の耐震補強工事の
実施に際し、内部の状況が詳細になり防
水加工の低下が判明したことから、今後
の延命化に関連するため防水工事を追加
した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

第一浄水場浄水池（２槽）及び西部浄水
場配水池2号の耐震化を実施し災害に強
いライフラインを構築する。

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

１１．住み続
けられるまち

づくりを

目標設定の考え方・根拠H30決算額

Ａ

水道施設の基幹施設である第一浄
水場浄水池（１槽）の耐震化を行
い、災害に強く、安全で安心な配水
ができることから、成果を上げてい
る。

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）
耐震化を進めることが当該事業の目的となって
いるため、耐震化率を指標とする。

指標名

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 51,192千円

非常勤
特別職

219,370千円

事業の具体的な内容及び目的

配水池等（13池・総有効水量92,000㎥）の耐震診断を順
次行い、その結果に基づき耐震補強設計及び耐震補
強工事を実施し、耐震化する。

非常勤
特別職

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績

314,858千円

給水
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

R元年度目標

71.7%

水道法、水道施設の技術的基準を定める省令

優先

R1予算現額

経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H30予算現額

最優先

- 3,394千円

0千円

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30決算額 指標名

法定受託＋附加 0千円 0千円

①発行回数
広報紙の発行回数

0.00 人

７月発行は、いのちの水を大切さと、雨水対策
を中心に、１２月発行は、決算のお知らせと冬
季への備えを中心にした情報を利用者に提供
するため、年に2回の発行を目標とした。 R1年度開始事業のため、改善点はない。

H30年度目標 H30実績

3,315千円

なし

R1目標値が未達成の理由・分析
Ａ

非常勤
特別職

なし

2回

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1実績

2回 2回

臨時職員

①2回

R元年度目標

「読んで得する・知って得する」をコ
ンセプトに発行した広報紙は、わか
りやすく上下水道事業を知ってい
ただく契機となった。
市のイメージマスコットである「トコ
ろん」の４コマ漫画を掲載したこと
で、親しみやすい紙面とすることが
でき、また、多くの利用者から、反
響を頂き、積極的な広報活動に理
解を得ることができた。

R1年度に改善した点

R2年度は新型コロナウィルス感染症の影
響を受け、委託先業者との調整に時間を
浪費するなど、8月に発行する夏号は、掲
載内容を縮小し、発行ページ数を半減の
４頁とした。
今後は、さらに利用者にわかりやすい情
報の充実に向けて取り組んでいく。

R1決算額（見込み）

臨時職員

期間 0.54 人
非常勤
特別職

R2年度目標

イメージアップ事業
（ところざわ水物語
発行）
【水道】

根拠法令

R1その他職員
従事割合

R1予算現額

上下水道事業の経営状況や施策事業の取組等に関す
る幅広い情報について、積極的な広報活動を行うこと
により、利用者の理解と協力が得られるように「事業の
見える化」に努め、公営企業として経営健全化等を図る
ものである。

R1正規職員
人件費

Ｒ１～ 4,488千円

どのように貢献したか

浄水場施設の機器更新を適
切に管理している。

６．安全な水
とトイレを世

界中に

３．すべての
人に健康と福

祉を

どのように貢献したか

水道水の安全性について、
紹介した。

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

６．安全な水
とトイレを世

界中に

どのように貢献したか

配水池の耐震化を進めてい
る。



事業自体が
貢献する
項目

現状の課題
評価
理由

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

成果

成果指標

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

経営課長　小池　純一

水道ビジョン策定事
業

根拠法令

-

水道事業の将来像を描き、実現に向けた計画として、
令和３年度施行を目途に「所沢市水道ビジョン」及び
「水道事業経営計画」（以下、「ビジョン等」という。）を策
定し、経営基盤の強化を図るものである。
平成30年度に実施したアセットマネジメント手法によ
る、水道事業の現状と将来の見通しの分析・評価結果
に基づくとともに、上下水道事業運営審議会の審議を
踏まえ、ビジョン等の策定に向けて取り組むものであ
る。

8,558千円

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

①分析表評価業務の補正

②水道ビジョン・経営計画の策
定
1)市民アンケートの実施
2)運営審議会による審議
3)計画（案）の作成

経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

最優先 自治事務 法定受託事務

目標設定の考え方・根拠

Ａ

無作為抽出による市民アンケート
によって、現状把握や需要など市
民ニーズの把握を実施したことで、
精度の高い将来予測を試算した。
施策事業については、局内で設置
した4つのプロジェクトチーム（水需
要部門、施設設備部門、管路部
門、人・財務部門）で研究を重ね、
効率的かつ効果的な投資計画と財
政計画を試算した。
この結果を踏まえ、上下水道事業
運営審議会の審議を経て、基本方
針と基本目標、実現方策を具体的
に進めることができた。

9,720千円

R1決算額（見込み）

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

8,366千円

H30実績

H30決算額

法定受託＋附加 11,470千円

指標名H30予算現額

期間 0.69 人

R1予算現額

分析・評価

R1その他職員
従事割合

R1年度に改善した点

市長の附属機関である上下水道事業運営審議会の
審議を踏まえ、計画（案）を作成。
2年度は元年度の成果を基に、本計画を策定する。

水道事業の将来像を描き実現に向けた計画と
して、3年度施行を目途に「水道ビジョン」「経営
計画」を策定し、経営基盤の強化を図るもの。
目標値としては、2年度の策定をもって達成とす
る。

平成30年度に作成した分析評価結果を、
最新データに基づき更新した。
上下水道事業運営審議会との審議に当た
り、現場視察を実施した。さらに審議を深
めるためにブレーンストーミング手法を用
いて、より多くの意見を出し合う会議型式
を用いた。H30年度目標

作成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1実績

令和2年度に審議を深める「水道事業経
営計画」の策定に当たり、令和3年度から
10年間の具体的な施策事業と財政プラン
を策定するため、「ひと・もの・カネ・情報」
を詳細に分析し、上下水道事業運営審議
会からの審議やパブリックコメントの実施
により、実現性のある計画づくりに取り組
む。

R2年度目標

①各数値の更新（決算値、人口
データ、施設更新計画等を元年度
のものに補正）

②
1）一般家庭における水道利用者
2,450世帯、民間企業50者を対象
に実施
2）市民および有識者で構成する
運営審議会で審議。ブレーンス
トーミング手法による意見出しの
実施
3）水道ビジョン：素々案
　 経営計画：骨子案

R元年度目標

1.49 人

R1正規職員
人件費

非常勤
特別職

非常勤
特別職

評価済

水道ビジョン（素々案）
経営計画（骨子案）

Ｈ３０～R2 5,735千円 臨時職員 計画の策定

12,486千円 臨時職員

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

安全・安心な水道水を、50
年先の市民に提供できる計
画づくり


